
 

 

 

 

 

 

 

様 式 関 係 
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福島県水防警報(河川) 

機関名：県中建設事務所 

河川名 警報 種別 発表番号 発表日時 発表事務所 

逢瀬川 水防警報 待機、準備 

出動、解除 

 平成 年 月 日 

時  分 

県中建設事務所長 

本文 

１． 待機、準備 

富田水位観測所の水位は、  時  分現在   ｍに達し、なお増水の見込みです。 

左岸 郡山市備前舘二丁目(後古川橋)～阿武隈川合流点 

右岸 郡山市富田町字大島(後古川橋)～阿武隈川合流点 

上記区間の水防団の 待機 ・ 準備 を要します。 

 

２． 出動 

富田水位観測所の水位は、  時  分現在   ｍに達し、警戒水位を   ｍ越えており、

なお増水のおそれがあるので、 

左岸 郡山市備前舘二丁目(後古川橋)～阿武隈川合流点 

右岸 郡山市富田町字大島(後古川橋)～阿武隈川合流点 

上記区間の水防団の出動を要します。 

 

３． 解除 

富田水位観測所の水位は、  時  分現在   ｍとなり、引き続き減水する見込みです。 

左岸 郡山市備前舘二丁目(後古川橋)～阿武隈川合流点 

右岸 郡山市富田町字大島(後古川橋)～阿武隈川合流点 

上記区間の水防警報を解除します。 

氾濫注意水位 2.80ｍ 

水防団待機水位 2.50ｍ 
 

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信者 受信時刻 

県中建設事務所  時  分 郡山市河川課  時  分 

   河川整備課  時  分 
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福島県水防警報(河川) 

機関名：県中建設事務所 

河川名 警報 種別 発表番号 発表日時 発表事務所 

谷田川 水防警報 待機、準備 

出動、解除 

 平成 年 月 日 

時  分 

県中建設事務所長 

本文 

１．待機、準備 

田村水位観測所の水位は、  時  分現在   ｍに達し、なお増水の見込みです。 

左岸 郡山市田村町大善寺字蛭田(大善寺橋)～大滝根川合流点 

右岸 郡山市田村町大善寺字割符(大善寺橋)～大滝根川合流点 

上記区間の水防団の 待機 ・ 準備 を要します。 

 

２．出動 

田村水位観測所の水位は、  時  分現在   ｍに達し、警戒水位を   ｍ越えており、

なお増水のおそれがあるので、 

左岸 郡山市田村町大善寺字蛭田(大善寺橋)～大滝根川合流点 

右岸 郡山市田村町大善寺字割符(大善寺橋)～大滝根川合流点 

上記区間の水防団の出動を要します。 

 

３．解除 

田村水位観測所の水位は、  時  分現在   ｍとなり、引き続き減水する見込みです。 

左岸 郡山市田村町大善寺字蛭田(大善寺橋)～大滝根川合流点 

右岸 郡山市田村町大善寺字割符(大善寺橋)～大滝根川合流点 

上記区間の水防警報を解除します。 

氾濫注意水位 3.70ｍ 

水防団待機水位 3.00ｍ 
 

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信者 受信時刻 

県中建設事務所  時  分 郡山市河川課  時  分 

   河川整備課  時  分 
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気  象  情  報 
 

平成   年   月   日   時   分  福島地方気象台 発表 

種別（               ）         （専電・有線・無線） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通報機関 通 報 者  通報時刻   時  分 

受信機関 受 信 者  受信時刻   時  分 
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平成  年  月  日 

分団 

作業責任者          ○印  

 

出水の概況 

 

 

水防実施箇所 

 

 

 

川 

 

左 

右 

 

岸 

警戒水位      ｍ・雨量      mm 地先     ｍ 

活 動 時 期 

 

 

 

年  月  日  時  分から 

 

年  月  日  時  分から 

 

 

 

 

消防団員    人出動 

             計    人出動 

そ の 他    人出動 

水防作業の概況 

 

 

ｍ・工法 

 

 

水防の効果 
堤 防 田 畑 家 鉄 道 道 路 人 口 その他 

ｍ ㎡ ㎡ 戸 ｍ ｍ 人  

被   害 
        

ｍ ㎡ ㎡ 戸 ｍ ｍ 人  

使 用 し た 

資  器  材 

かます・俵 俵 居住者の出動状況 

万 年 土 俵 俵 

な わ 巻 水防関係者の死傷 

丸 太 本 

そ の 他 雨量水位の状況 

水防活動に関する 

自 己 批 判 

 

 

備 考  

 

（注）水防を行った箇所ごと作成すること。 

水 防 活 動 状 況 報 告 書 



－  － 77

第５号様式（第 11条） 

     一 般 土 木 被 害 状 況 報 告 書 （崖崩れ被害） 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

地 区 名 町 字 被害内容 延長・数量 被 害 額（千円） 摘 要 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

※（道路維持・河川・都市計画・区画整理・公園緑地取扱い） 

 

第６号様式（第 11条） 

農 業 土 木 被 害 報 告 書 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

所 在 地 
被 害 の 種 別 お よ び 被 災 額 

被害の概要 
農 地 ため池 頭首工 水 路 道 路 橋りょう 

 千円 千円 千円 千円 千円 千円  
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林 道 施 設 被 害 状 況 報 告 書 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

位置  橋りょう 排水施設 石  積 決壊流失 崩 計 

摘 要 
町 字 路線名 

箇 
所 
数 

延 
 
長 
金額 

箇 
所 
数 

延 
 
長 
金額 

箇 
所 
数 

延 
 
長 
金額 

箇 
所 
数 

延 
 
長 
金額 

箇 
所 
数 

延 
 
長 
金額 

箇 
所 
数 

延 
 
長 
金額 

    ｍ 千円  ｍ 千円  ｍ 千円  ｍ 千円  ｍ 千円  ｍ 千円  

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

※（農地林務課取扱い） 

 

 

    一 般 土 木 被 害 状 況 報 告 書（橋りょう被害） 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

橋りょう名 町 字 被害内容 延長・数量 被害額(千円) 摘 要 

       

       

       

       

       

       

       

       

※（道路維持・河川・都市計画・区画整理・公園緑地取扱い） 
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  一 般 土 木 被 害 状 況 報 告 書（道路被害） 
 

 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

路  線  名 町 字 被害内容 延長・数量 被害額(千円) 摘 要 

       

       

       

       

       

       

       

       

※（道路維持・河川・都市計画・区画整理・公園緑地取扱い） 

 

 

 

 

 

 

 

  一 般 土 木 被 害 状 況 報 告 書（河川被害） 
 

 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

河  川  名 町 字 被害内容 延長・数量 被害額(千円) 摘 要 

       

       

       

       

       

       

       

       

※（道路維持・河川・都市計画・区画整理・公園緑地取扱い） 
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商 工 関 係 被 害 状 況 報 告 書 
 

 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

企業（店舗等）名 業 種 従業員数 所 在 地 
被 害 状 況 

被 害 額 
浸水程度 被害内容 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

そ  の  他 

特 記 事 項 
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水 道 被 害 状 況 報 告 書 
 

平成  年  月  日現在 地区水防部 

 

     年  月  日  時  分頃発生 

 

   年  月  日  時  分頃復旧見込 

発生場所 

地 内 

災害発生道路区分 

   国道   県道   市道   その他（            ） 

災害発生施設 災害原因 

被害状況 

減水・断水範囲 

 

地 区 

広 報 車 

台（   名添乗） 

給 水 車 

台（   名添乗） 

断水戸数 

戸  

減水戸数 

処理の状況 
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避 難 状 況 報 告 書 
 

避難指示者 提 示 時 間 

 

平成  年  月  日  時  分 

避 難 地 区 避 難 場 所 

人   数 

概   要 
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平成   年水害統計調査 

一 般 資 産 水 害 調 査 準 備 票 
国 土 交 通 省 河 川 局 

都道府県名 市区町村名 水害発生年月 河川・海岸・地区名 図面番号 産   業   区   分 

  
 月 日    月 日 

から   まで 
  

イ．鉱 業 ニ．卸売・小売業、飲食店 

ロ．建設業 ホ．運輸通信業 ト．サービス・その他業 

ハ．製造業 ヘ．電気ガス業 

（注）１．「浸水・土砂被害の区分」欄 

浸水による被害の場合は空欄とし、土砂堆積による場合には同欄に○印を付する。 

２．「被害建物棟数」欄 

  床とは床面（畳の下の面をさす。）という。非住家の場合にも準じて扱う〔すなわち仮に住家であったと仮定して床面（畳の下の面をさす。）を想定し、その床面を基準とする。〕。 

３．「被害建物の述床面積」欄 

  被害を受けた建物の述床面積を記入する。 

４．「被災世帯数」欄 

  被害建物が居住に使用されている場合（農・漁業活動との併使用の場合、多くの商店・クリーニング業・理髪業等々のように事業所活動との併使用の場合を含む。）には、被災した世

帯数を記入する。 

５．「被害建物の使用」欄 

 (1) 基準面とは農具・漁具、農収穫物・漁獲物、商品、工場機械・器具、原材料、半製品、生産品等が置かれている土間・板間・コンクリート間の面をいう。 

 (2) 被害建物が農家・漁家活動又は事業所活動に用いられている場合（居住との併使用の場合を含む。）には、農家・漁家戸数又は従業者数、産業区分を記入する。 

町 丁 名 

 

 

字 名 

名  称 

世帯主氏名 

アパート名 

商 店 名 

工 場 名 

事 務 所 名 

学 校 名 

そ の 他 

浸 

水 

・ 

土 

砂 

被 

害 

の 

区 

分 

被 害 建 物 棟 数 

被
災
建
物
の
延
べ
床
面
積(
㎡) 

被 

 

災 

 

世 

 

帯 

 

数 

被 害 建 物 の 使 用 

農家・漁家活動 事 業 所 活 動 

農家・漁家活動のために使用の

場合（農家・漁家活動と居住と

の併使用の場合を含む。） 

事業所活動のために使用の場合 

（事業所活動と居住との併使用の場合

を含む。） 

農家・漁家戸数 従 業 員 数 

産業

空 
床下 

 

浸水 

床 上 浸 水 半 

 

壊 

全壊 

・ 

流失 

基準面よりの浸水深 全壊 

・ 
流失 

基準面よりの浸水深 全壊 

・ 
流失 

１～49 

cm 

50～90 

cm 

100cm 

以上 

１～49 

cm 

50～90 

cm 

100cm 

以上 

１～49 

cm 

50～90 

cm 

100cm 

以上 

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

総務庁承認№ 

平成 年 月 日まで 

 


